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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクト「地球大気国際法秩序の基本構造―地球温暖化防止法制度の将来像―」
のもと、参画した研究代表者、研究分担者等は、地球大気保護ないし地球温暖化の防止に関する国際法の研究を行い、
関係する業績を公表し、とりわけ、国際法協会（International Law Association）「気候変動に関する法原則条文案
」の作成と採択に対し多大な貢献を行い、この分野における国際法と国際環境法の発展に寄与した。

研究成果の概要（英文）：In the present research project entitled “Basic Structure of the International 
Legal Order for the Global Atmosphere,” the research representative, co-researchers and other members 
who participated in this programme conducted research on international law concerning the protection of 
the global atmosphere and the prevention of global warming and published research results concerned. In 
particular, they contributed to the drafting and adoption of the ILA Legal Principles Relating to Climate 
Change, Draft Articles.
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１．研究開始当初の背景 
 地球大気に関するこれまでの国際法は、第
１に、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化と
いった問題別アプローチと、第２に、特に気
候変動国際法制度をめぐる交渉及び成果物
に見られるように、その時々の政治や政権に
左右されるアドホックかつ場合によっては
不整合な合意の積み重ねによって特徴づけ
られてきた。本研究は、地球大気に関する既
存法制度の統合・調整・展開を通じて地球大
気にかかわる国際法に秩序をもたらし、地球
温暖化防止法制度を中心とする今後の関連
国際法制度発展のための基盤と支柱を提示
することを狙う。 
 この野心的目標は、1989 年大気保全に関
する法・政策専門家会合（オタワ会議）にお
ける「大気の法に関する条約」構想で一度頓
挫している。それから 20 年、気候変動問題
を中心に地球大気関連国際法は発展し（高村
ゆかり、亀山康子編『京都議定書の国際制度』
(2002 年)）、2008 年 11 月には権威ある国際
法協会(ILA)が「気候変動に関する法的諸原
則」国際委員会を立ち上げ、国連国際法委員
会 （ United Nations International Law 
Commission）2009年会期においても、「大気
環境保全」問題が俎上に上った。「地球大気
国際法秩序」の構想はいままさに機が熟した
と言える。本研究は、こうした国際的な研究
動向の先陣を切って進められる。 
 本研究は、これまでの研究代表者の問題意
識、すなわち条約制度を如何に一般国際法の
中に位置づけていくかという課題の集大成
的位置づけを有する。研究代表者は、地球大
気国際法制度の先駆とも言えるオゾン層保
護に関する国際法の体系的考察 (The 
International Legal Régime for the Protection of 
the Stratospheric Ozone Layer: International 
Law, International Régimes and Sustainable 
Development (Kluwer Law International, 2001)
をしており、また、それら条約制度を国際社
会の組織化現象としていかに捉えられるか
を検討してきた。また、研究代表者は、2006
年 以 降 、 Yearbook of International 
Environmental Law （ M. Nijhoff/Oxford 
University Press）の主たる寄稿者として執筆
陣に加わり、海外の研究者・実務家と共に協
力・連携して国際環境協力に係る情報の収集
をしてきた。これらの研究から明らかになっ
てきたのは、分野別国際法制度を下支えする
一般国際法理論の重要性であり、その積極的
構想の必要性である。本研究は、地球大気と
いう分野において、これを「地球大気国際法
秩序の基本構造」という概念の中で実現しよ
うとするものである。 
 
２．研究の目的 

 本研究は、地球大気(global atmosphere)
の利用を規律しそれを保護する、統合的かつ
中長期的な法秩序を構成する国際法の基本
原則、組織及び手続を明らかにする。その成
果は、「海の憲法」たる国連海洋法条約に匹
敵する「地球大気の国際法」の提案である。
地球大気国際法秩序の基本構造に依拠して
こそ、地球温暖化防止法制度のあるべき将来
像も見えてくると考える。 
 本研究の特徴は、上記の野心的な目標を手
堅い実証的分析にて実現することと、そのた
めの盤石の研究組織である。本研究は、国際
環境法分野で業績のある研究者を結集しつ
つ、これに経済法や法源論、国家責任論、管
轄権論など一般国際法分野で業績のある研
究者を加えて、分野別の条約法制度を一般国
際法秩序のなかで捉え直し、現行法の解釈適
用と一般法原則による法の欠缺補充を通じ
て、地球大気国際法秩序を提示する。 
 
３．研究の方法 
 本研究の最大の特色・独創性は、「地球大
気国際法秩序」を構想しそれを条文形式で提
示しようとする点である。この野心的目標は、
ともすると空理空論たる de lege ferenda の寄
せ集めになる危険性を伴う。しかし、本研究
は、第２の特色として、実証研究をその研究
姿勢としてきた研究代表者と分担者を集め、
既存法の解釈適用及び一般法原則による欠
缺補充という手堅い実証的手法をギリギリ
まで突き詰めて検討を行うこととする。第３
の特色は、地球大気国際法秩序を構想するの
に適任の研究者を結集し、「地球大気国際法」
の条文を起草するという具体的な共通目標
の下に、密度の濃い討議を通じてこれを実現
しようとする点である。第４に、本研究は、
国際的な研究動向、特に ILA「気候変動に関
する法的諸原則」国際委員会と密接に連携し
つつ、これをリードしようとする国際的意義
を有する。本研究には、さらに、独立的な学
問領域として固有の原理的基盤を持つとは
言い難い「国際環境法」に対する新たな方法
論上の寄与も期待できる。 
 
４．研究成果 
 研究代表者の吉田脩、研究分担者の柴田明
穂と髙村ゆかり、連携研究者の村瀬信也は、
ILA「気候変動に関する法的諸原則」国際委
員会の主要なメンバーとして、継続的に、
2010年 8月の ILAハーグ大会（オランダ）、
2012年 1月デーフェンテール（オランダ）
での ILA「気候変動に関する法的諸原則」国
際委員会の会期間会合、2012年 8月の ILA
ソフィア大会、2013年 6月にエクサンプロ
ヴァンス（フランス）で開催された会期間
会合に参加し、世界的に著名な国際法研究
者も関与する綿密な起草作業を経て、「気候



変動に関する法的諸原則」の第 3次最終報告
書をとりまとめた。2014年 4月に開催され
た ILA ワシントン大会（米国）には吉田、
柴田、髙村、村瀬が参加し、同報告書を基
に審議が行われ、全 10か条から成る条文案
を含む ILA決議 2/2014「気候変動に関する
法原則宣言」が採択された。同決議は、「気
候変動に関する衡平で実効的な制度は国際
法原則に基礎づけられるべき」と宣言し、
条文案の範囲（第 1条）と目的（第 2条）
に続き、持続可能な開発〔発展〕（第 3条）、
衡平（第 4条）、共通だか差異のある責任と
各国の能力（第 5条）、特別の事情と脆弱性
（第 6条）、防止と予防（第 7条）、国際協
力（第 8条）、信義誠実（第 9条）、相互関
係性（第 10条）の諸原則について規定する
「ILA気候変動に関する法原則条文案」を、
附録する。この作業の基盤となったのは、
連携研究者の村瀬によるイニシアティブの
もと、研究代表者の吉田、研究分担者の柴田、
髙村、中谷、児矢野、西村、阿部、堀口、竹
内、鶴田らが協働して作成した大部な英文報
告書であり、ILAハーグ大会での作業を経て
一定の修正が加えられたものの、「気候変動
に関する法的諸原則」に関する第 1次報告書
の構成・内容とほぼ重なっている。この点に
ついては、2013年 4月、東京大学（山上会館）
で研究代表者の吉田が行った「国際法協会
『気候変動に関する法原則』委員会の活動と
研究作業（2008～2012 年）」（国際法協会
（International Law Association）日本支部 2013
年度研究大会）においても詳述された。地球
大気の保護ないし地球温暖化に関する国際
法については、国連国際法委員会でも重要な
検討課題として取り上げられており、係る法
典化作業に対し、本プロジェクトのメンバー
が主導し作成した本条文案等の研究成果が
有する学問上及び実務上の価値は非常に大
きいと評価しうる。 
 さらに、研究代表者の吉田は、地球大気保
護法の中核を構成する温暖化の問題につい
て、直接に関連する現行条約の遵守手続の動
向を分析するとともに（“Procedural Aspects of 
the International Legal Regime for Climate 
Change: Early Operation of the Kyoto Protocol 
Compliance System,” Journal of East Asia and 
International Law, Vol. 4, No. 1, 2011, 41-61）、
我が国における運用の妥当性という観点も
含め、いわゆる「排出量取引（ emissions 
trading）」制度の法的意義を考察し（ “A 
Domestic Initiative in the Global Context? 
Japan’s Ways to Emissions Trading Schemes for 
the Climate Change Regime,” Journal of East 
Asia and International Law, Vol. 7, No. 2, 2014, 
465-476）、その成果を英語により国際法学の
主要雑誌に公表した。他の研究分担者も、係
る一般国際法規の解釈適用という視点から、
以下で列挙するものも含め、数多くの重要な
研究業績を発表した。 
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